
国民健康保険料 (覗)の算定方法

◎ 国民健康保険は､世帯毎に保険料を算定し､世帯主が納付義務を負う｡

1.各世帯の応能割額､応益割転を算定する (4方式) 他に所iI封 均等針 平和 の3万五 所得封 ･均等如)2万式がある.

ty帯の総所得金額等 × l所得割率 l (751%)

世帯の固定資産税額 × l資産割率 l(16.252円)

世帯の被保険者敷 × l 均等割額 I(26.087円)

) 応-

-∴ 一 日 二 二 重 _二

()内は平成21年度の4方式･lElただし暮方式の全EZl平均fl.ただし資産制は定例として

2.各世帯に属する被保険者の所得の合計額に応じて､応益割額に軽減を適用する｡

≡≡≡芸≡ …̀三芸:三と与≡冨芸歪~公鵬 等控除-15万円 ) 世帯- た顎

る｡

∴ 二コ 襲 撃 牢二 一'-l'1 + =,,頻顛顛袈'!,'tjiijy/彰u =

介護費用･保険料の動向

○ 介護に要する兼用も､年々増加しており､10年間で2倍以上の上昇となっている｡また､保険料について

も､当初の月額3,000円弱から､4,000円を超える状況となっている｡

20cc年度 2001年度 2(巾2年度 2∝13年度 2004年度 2005年度 206年度 2∞7年度 2008年度 20Cr9年度 2010年度

(12年度) (13年度) (14年度) (15年度) (16年度) (17年度) (18年度) (19年度) (20年度) (21年度) (22年度)

(注)20m-2007年度は集蛾_2(氾8年度は補正予井_2009年度(介Li稚糾改定+30%).2010年度は当初予暮.

※介護保険に係る事務コストや人件費などは含まない(地方交付税により措置されている)0

0 65歳以上が支払う保険料〔全国平均(月額･加重平均)】

:-妄1-Aq-'H-.2--T4&蒜'‥ ~… ~ ~ ~ … … … … … … ~日 日 ~… … … ~" " " " 一筆2期(H15-17年度) 第3期(H18-20年度) 第4期(H21-23年度)

l (2000-2002) (2003-2005) (2006-2008)

3.293円(+13%) 4.090円(+24%)
(2009-2011)

4.160円
く+1.7%)｣__________________ー______ー_________________________
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第一号被保険者の介護保険料について

0 第-号被保険者の介護保険料は､低所得者等に配慮し負担能力に応じた負担を求める親点から､市町村

民税の課税状況等に応じて段階別に設定されている｡(標準は6段階)

第2段階

世帯全Jiが市町
村民税非隈税

かつ本人年金収
入80万円以下等

第3段階

世帯全Aが市町
村民税非株税

かつ本人年金収
入80万円超等

現行の第 2号保険料 (40歳以上65歳未満)の仕組み

○現行制度においては､第2号保険料は加入する被保険者の数に応じて保険者が負担している｡

○このため､第2号被保険者数が同じ場合､保険者の負担総額は等しくなるが､財政力の弱い保険者の保険料率

が高くなる｡

第 2号被保険壱1人当たりの保険料額の算定

介捷給付費の30% ÷第2号被保険者致 = 1人当たり保険料額

i【例】第2号被保険者数が同じ3保険者 (被用者保険の保険者)で2400万円を負担する場合
I A保険者 (総報酬額5億円)

… L,:･::琵芸 と諾 誌嵩謂
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協会けんばと組合健保の介護保険料率

○協会けんばの平均標準報酬額(279,216円)は､健保組合(359,898円)と比較して低い(平成21年10月)

○協会けんばの介護保険料率は､健保組合と比較して高く推移している｡

==;

一■健

H15 日16 H17 日18 日19 日20 日21 日22

*H21およびH22の健保組合の平均保険料率は､暫定値｡

予防給付の効果について

○ 予防給付の導入により､悪化者数の減少.費用の減少が認められたところであり､予防給付の導入は介
護予防の推進に資するものと考えられる｡
･X 予防給付専人前(平成16年1月～12月)と導入後(平成19年1月-12月)の83市町村における利用者1,000人を対象
として､対象者の一年間の状態やサービス提供に係る兼用等を分析｡

※ 平成17年介護保険法改正 (平成18年4月1日施行)により､要介は状態区分を変更し､ ｢要支援｣を ｢要支援1｣とした｡
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介護予防事業の効果について

○ 介 護 予 防 事 業 に積 極 的 に取 り組 む 市 町 村 においては ､給 付額 や 認 定 者 数 に効 果 が 見 られ ている｡

高額療養費制度の現状

○ 医dt保険制度では､高額な医療にかかっても､家計の破たんのリスクを防ぐためのセーフティネットを整備｡

(1)高額療考*の支給鎖は､自己負担割合の引上げや医dEの高
度化等に伴い､ 10年間で2倍程度に増加 (平成20年度実
績 :1兆7千億円)｡

(任円)
lA.EW

l●一tKO

lZ.tlXI

IO.1加

一_lX■⊃
占.仰

4.OOO

LCm

○高額療養柴の支給額

TJけtt HILJ L▲■J LlLJL l･llt ttJLJ LA■t LJ■■ ■1■

自己負担の上限
80.100円+(1【氾万円-267万円)×1%
-87.430円

(･X)有功故事章の支拾額

高級療暮兼で患者負担に歯止め 30万円~87r430円=212･570円

(2)高額療兼糞の伸びは､自己負担割合の引上げや医療の高度
化等に伴い､国民医療茸の伸びを大きく上回っている｡

〇匹l民医療柴､高輔療兼姓の指数変化(平成10年度を100とした場合)

ZOOD

150tO

1【氾0

500

(注1)平成13年dEの支強tlの*少のI由は.13年1月からEE4良Ekの自己JL担F&LEAr=上位蘇71書の区分を栓r+たこと▼l=J:ち.
(注2)平成15年dEの大4な支給SIのJt加は.11年10月から老人dttNJlにl封JL担(すべてのEEdL棚 )をJI入したこと.15年1月からAA事

人のeI己A捜fI書を之屯A損から3flA権に引書上げたこと事に上る.
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医療の高度化の例

○ 新薬の開発等によって､より高い治療効果等が期待される治療が選択できるようになったが､
以下の例のように治療にかかる費用が著しく増加する場合がある｡

高額療養費の自己負担限度嶺 (現行)
[70歳末利 く )は多数該当 (過去12カ月に3回以上高舶 養柔の支給を受け咽 日に該当)の場合

要 件 白.己負担限度級 (1月当たり)

上位所得者 [被用者保険】 頒準報酬月舘 (※ 1L)53万円以上[国保】 世帯の年rBl所得 (lElただし書き所祥 (※ 2))が600万円以上 150.000円+ (匝棟受-500.000)×1%(多数払当 83,400円)

一般 80.100円+ (医頂汝-267.-000円) xl%く多数抜当 44.400円)

低所紳者 [被用者保険] 被保険者が市町村民税非抹税 35.400円

要 件 莱(個人ごと) 自己負担限度頼 (l月当たり)

現役並み [後期 .国保】採税所紳145万円以上 (※3) 44.000円 80,TO0円+ (医煉柴-267,000円)JXjojb
所得者 [被用者保険】横車報酬月報28万円以上(※3) く多取扱当44,400円)

一般 現役並み所得者､低所等8着 Ⅰ.Ⅱに扱当しない看 12.000円 44.400円

低節得者 Ⅱ [後期】 世帯A全Aが市町村民税非は税lB)保】 世帯主及び世帯の被保険者全■が市町村民税非提税[被用者保険】 被保険者が市町村民税非課税 等 8.000円 24.600円

I [後期】 世帯A会見の所柵が一定以下掴 保] 世帯主及び世帯の被保険者全Aの所得が一定以下 (※ 4)[被用者保険] 被保険者及び被扶養者の所練が-定以

※ 1 r4T年報如月机 4月から6月の給料 ･超Jb手当 ･家族手当等の報酬の平均月絹をあらかじめ決められf=等級別の報酬月執 二当て
はめるもの｡決定した書t準報酬月棚は､その年の9月から翌年8月まで使用する｡

※2 r旧ただしfき所紳｣ 収入総額から必要軽*､給与耐l控除､公的年金等控除等を差し引いたものである総所得金額から､基捉控除(33
万円)をさらに生し引いたもの

※3 70Jt以上のホR者が棟数いる世帯のqL合､収入の会計期が520万円未済 (70歳以上の7F齢者が一人の場合､383万円未満)を除く｡
※4 地方税法の規定による市町村民税に係る所紳(退轍所得を嘩さ)がない場合(年金収入のみの場合､年金受給額80万円以下)



70歳 未 満 の 高 額 療 養 費 の 所 得 区 分 別 の 範 囲 に つ い て (簡 与 所 得 者 の 場 合 (※1))

上位所得者 【被用者保険】

標準報酬 53万円以上 ⇒ 給与年収ベースで約790万円以上 (※2)

※ 噸準報酬53万円の下限 (515千円).｣×12月+ r凍学報劇50万円と様印報酬53万円の平成2時 度の平均井与額(1,674千円ーJ-785万円

[国民健康保険】

旧ただし書き所得 600万円以上 ⇒ 給与年収ベ-スで約840万円以上

※給与収入837万円の給与所得 (837万円×0.9-120万円-633,3万和 一基礎控除33万円-約600万円

一般所得者 [被用者保険】

単身の場合 :給与年収ベースで約 100万円以上

3人世帯 (夫婦､子 1人)の場合 こ給与年収ベースで約2 10万円以上
～ 約790万円まで

[国民鍵康保険]

単身の場合 :給与年収ベースで約 100万円以上

3人世帯 (夫婦､子 1人)の場合 :給与年収ベースで約2 10万円以上
～ 約_840万円まで

低所締着(市町村民 ･単身 1人世帯の場合 (本人が給与所得者) :給与年収ベースで 100万用まで

※給与所得控除(65万円)+35万円-100万円

･夫婦ー2人世帯の場合 (夫が給与所得者) :~給与年塀ベースで 156万円まで

税非課税) ※給与所得控除(65万円)+耳5万円×2■人+21万円-156万円.

･3人世帯の場合 (夫婦と子 1人､夫は給与所得者) :給与年収ベ-スで206万円まで

(※1)給与収入のみの世帯を仮定して機械的に計井したものである｡
(※2)被用者保険における高所得者の給与年収ベースは･平均額を用いて試算したものであLJ.個人別にLま実際の井与矧=よって異なるQ

高 額 療 養 費 の 見 直 し(長 期 ･高 額 な 医 療 へ の セー フティネットの 機 能 強 化 )

① 高 額 療 養 費 の 見 直 し

長期 にわたって高績な医療費がかかる患者の負担を軽減するため､高額療養 費制度の

見直 しが必要｡
※ 高級療養兼の支給額 (平成10年度)8千億円-(平成20年)1兆7千倍円

○ 一般所得者 のうち所得が低い方の 自己負担 の上限の見直しの検討

○ 長期にわたって高額な医療費の負担を軽減するため ､年間での 自己負担の上限の設定

等の検討

○ 支給 手続 きの改善 (外来の現物給付化)

※ 給付増で保険料 負担が増加 しないよう､給付費ベースで財政中立とする必要 ｡

一三しこの財源をまかなうため
② 受 診 時 に お ける定 額 一 部 負 担 等 の 導 ^70)検 討

○ 例 えば､少額 の定額 負担を受診時に求めることなどを検討 ○長期 .高額な医療へのセ-
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(仮称)のイ_i--ジ

各制度の実施主体の情粗連携により各世帯の自己負担の状況を集約

現行の高齢者医療制度について

[制度の概妄 -_i

○ 高齢化に伴う医療費の増大が見込まれる中で､高齢者と若年世代の負担の明確化等を図る観点
から､75歳以上の高齢者等を対象とした後期高齢者医療制度を平成20年4月から施行｡

○ 併せて､65歳～74歳の高齢者の偏在による保険者間の負担の不均衡を調整するため､保険者
間の財政調整の仕組みを導入｡

後期高齢者医療制度の仕組み

<対象者敷>

75歳以上の高齢者 約1.400万人

<後期高齢者医療す>

12.8兆円 (平成22年度予芳ベース)

給付竿 117Jk円
患者負担 11兆円

<保険料領 (平成 22年度) >
全国平均 約63.300円/年

※ 基礎年金のみを受給されている万は
約4.200円/守

【全市町村が加入する広域迎合】

公班 (約5割)5.5兆円

〔園 部適府爪 市町村=3.7兆円 0.9兆円 0 9兆円=4 1 1⊃

Jllさ者の仔扶持 0.8兆円
ね 1書Ill;対仏■書で東平的7%tuI

後朋高齢等支規金 (若年者の保険料) 5 0兆円
約4割

州 脚 +-

!･ll'lLAtE.･:ど.日1.:/.)L■■
24

社会保険診療

確執支払基金

各医療保快 く健保､EEI保等)の被保険者

(0-74歳)



高齢者医療制度改革会議｢最終とりまとめ｣<平成22年12月20日>のポイント

l 改蔓の纂豪 的 な方向

o 後期7B齢者医dE制度を廉止し､75鼓以上の方も現役世代と同様に国保か被用者保険に加入することとした上で､①公章･

現役世代･ホ鈴音の負担81台の明確化､②称辻舟れ単位の財政運営といった現行制度の利点はできる限り牲持し､より良

い制度を目指す｡

0 長年の許Jiであった国保の財政運営の春立府gt単位化を実現し､国民皆保険のJt後の砦である国保の安定的かつ持横

的な運営を確保する｡

ll 鞭 た な■JlのJt鐘 的 な内書

1.11Jlの暮*柵 &み

･後期高齢者医*制度は廉止し､地域保険は国保に一本化｡

2.EL血のZtのあU方

･第一段階(平成25年度)で75jL以上について都道府R単位の

財政運営とし､第二段階 (平成30年度)で全年齢について♯

辻府gt単位化｡

･蔀辻府県単位の運営主体は､r細道府粍｣が担うことが遵当｡

･r各道府県.Jは､財政運賞､棟串保険料率の改定を行い､r市

町村｣は､資格管理､保険料の賦課 .撤収､保険絵付､保健

事兼等を行うといった形で､分担と*任を明確にしつつ､ 共

同運営する仕租みとする｡

3.Jt用Aも

(1)公*

･75鼓以上の医*絵付*に対する公兼負担8I合について､実

井47%から50%に引き上げる｡

(現在は､現役並み所柵を有する高齢者の医dE給付兼には

公兼負担がなく､その分は現役世代の支援金による負担とな

っている｡)

･さらに､定期的に医dE*のh向や社会経済f*勢等を踏まえな

がら､公共のあり方等を検討する仕組みとし､これを法律にEFI

妃する.

(2)tk暮d)色l一丸

･国保に加入する75iL以上の保険料は､同じ春辻府れで同じ所

得であれば原則として同じ保険料とし､その水準は､医書給付

*の1割程度とする.

･76鈴音の保険料の伸びが現役世代の保険料の伸びを上回る

f*進を改め､より公平に分担する仕組みとする.

･75歳以上の方に適用されている低所得者の保険料軽強の特

例緒t (均等tlの9書卜 8.5割軽米.所得剤の5書l軽漉)は､

段階的に籍小する｡

(3)1捜せ●td}色l一斜L=よる壬+*･被用者保険者P)の支援金は､各保険者の総報酬に応じた負
担とする｡

(4ーA書■租

･70ikから74歳までの患者負担は､個々人の負担が増加しない

高齢者医療費の支え合い

○ 各保険者 の加 入者数 (0-74歳 )の減 少と高齢者 医療費 (｢75歳以上の 医療費｣と｢65-74歳の医療

費｣)の増加 が見 込まれ る中､各保険者 の高齢者医療 費を支えるための負担 は増加三

〇 特 に現役世 代 が 多く加 入する被 用者保険 にとっては､高齢者医療糞を支える負担 が ､既に支出全体 の4

割 を占めているが ､将来的 には5割を超 える見通 しである｡(次ページ参照)
※ 現役世代の高齢者医療*を支える負担は､①高齢者の1人当たり医療井の増加､②高齢者の増加､③現役世代人口の減少､と3つの要因

により大幅に増加.

2010年度 2013年度 2015年度 2020年度 2025年度 2010年度 2013年度 2015年度 2020年度 2025年度

-x201緯 度以粋の見乱 は･第7Tm R看医療制度改革細 (平成22年10月25日)ちぎ乱 た紺 の現行ぺ~ス(診療糊 改定を削 込んでいない)｡



† 支

○ 健保組合が高齢者医療のために拠出している兼用は､長期にわたって上昇し続けており､現在､支出の
50%近くにまで逢しており､今後､その支出の過半が高齢者医療に拠出されることとなる見込み｡

Il法定絵付文
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※過去の数値は決井値(平成21年度は決Jt見込価)である.

※平成25年度以降の見通しは､第11回芯齢者医療制度改革会IA(平成22年10月25日)で公表した拭Jlの現行ベース(捗煉朝M改定を折り込んでいない)｡

出典 昭和58年度から平成20年度までは r組合決jl概況報告 (健康保険組合連合会)).平成21年度は r平成21年度健保組合決井見込 (健康保険組合連合会)｣

薬価基準収載品目の分類別の品目数及び市場シェア

(平成21年9月薬価調査 )

品目数 数量シェア 金額シェア

先発医薬品 後発品なし 1,894 18.9% 47.8%

I後発品あり l1,,46Û9 L'3'6.3'% 3,5..憩ro/o

後発医薬品(ジェネリック医薬品) 6,778 20.2% 7.60/O

品目数は平成22年4月時点｡但し､名称変更による旧名称品(経過措置移行品目)は含まない｡

数tシェア及び金額シェアは平成21年9月調査時の数t､薬価による｡

｢その他の品目｣は､薬事法上先発品と後発品との区別ができない昭和42年以前に承認された医薬品等(血

液製剤等)｡
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後発医薬品の使用促進のこれまでの主な取組み

O .協 需 点の必要な規格を揃えること等について｣(医政局長通知)
関係団体等に対して､安定供給や規格の統一について周知依頼｡

O .誤 豊 悪式の見直し(｢後発医薬品に変更可｣欄を設ける｡)

○ 還 隻義 認 ,安心使用促進アクションプ｡グラム｣を策定｡国による後発医薬品メー
カーへの安定供給についての指導や品質に関する試験検査の実施･結果の公表など｡

0 .3FL架 悪露式の見直し(｢後発医薬品に変更不可｣欄に変更｡)
･後発医薬品調剤体制加算

直近3ケ月間の処方せんの受付回数のうち､後発医薬品を調剤した処方せんの受付
回数の割合が30%以上である場合に､処方せんの受付1回につき4点の加算｡

･療担規則に保険医及び保険薬剤師に対する使用･調剤の努力義務等を規定｡

O .語 違憲慧調剤体制加算の見直し
処方せん毎ではなく､数量ベースでの後発医薬品の使用割合に応じて加算｡

･薬局での後発医薬品-の変更調剤の環境整備(含量違いの後発品等に変更可)
･療担規則に保険医に対して患者の意向確認などの対応の努力義務を追加｡

平成22年12月2日 社会保障審議会医dt保険部会資料より

国民健康保険組合の国庫補助の見直し

1.国保組合の定率補助(32%)を､所得水準に応じた5段階の補助とする｡

2.本来､協会けんばに加入すべきであるが､健康保険の適用除外承認を受けて国保

組合に加入している者の定率補助については､平成9年8月以前に適用除外承認を受
けて加入した者も含め､協会けんばの水準(16.4%)に統一する｡

3.普通調整補助金の総枠を医療給付費等の｢15%以内｣から｢16%以内｣に拡大する｡

(注)行政刷新会議の再仕分け(平成22年11月16日)の結論では､所得水準の高い国保組合に対する
定率補助を廃止することとされた｡

高い
所得水準

†

肌整補 助金

16%以内

l

O

更堅甲要撃 3%BJ=R 300TJ 25i'iiT 2005t7iST .505t75AR
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高齢者医療費の支援金の総報酬割導入について

組み｡

○ 現役世代の保険料による支援金については､国保を含む各保険巷間で共通のルールを校定する根点から､各保険者の加入者致(0-74歳)

で按分してきたところo

o しかしながら､被用者保険者間では､各保険者の財政力にばらつきがあることから､加入者数に応じた負担では､財政力が弱い保険者の負

担が相対的にまくなる｡

0 このため.負担能力に応じた兼用負担とする捜点から､平成22年度から24年度までの支援金については､被用者保険者朋の按分方法を3分
の1を稔報Bl割.3分の2を加入者割とする負担方法を書入｡(国保と被用者保険の間では､加入者割を維持)

今後更に少子高齢化が進展する中で､財政力の弱い保険者の負担が道立なものとならないよう､負担能力に応じた公平で納得のいく支え合い

の仕組みにすべきICあり､被用者保険者間の按分方法をすべて総報酬制とする｡【r高齢者医療制度改革金柑最終とりまとめ｣より〕

(参考1)75鼓以上の方の兼用負担の仕租み (参考2)支接金を軽租Mnにした4台の所要保鼓料串の変化(イメージ)

日 .Ill .葦 宗 王

各医頼保険 (触保､国保等)

の被保険省 (0-74歳)

150万円 252万円
(全被用者平均)

600万円

各心保組合等における
加入者1人当たり粗胡蝶

(注1)23年度世扶ペース.所要保奴料率とは､支援金を賄うために必牢lj保険料率.
(注2)協会けんばの加入者1人当たりヰM材は209万円.

医療機関における患者の-部負担割合は､年齢等に応じて以下のとおりとなっている｡

○義務教育就学前 日･2割 負担

070歳未満 Ht3割負担

070-74歳 ･･･2割負担(現役並み所得者は3割 負担)
(注)現在は1割に据え置かれている

075歳以上 ･t･1割負担(現役並み所得者は3割 負担)
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Ⅲ 年 金

～ 新しい年金制度の創設に向けて ～
基 本 的 考 え 方

【現状の課題】

○ 現在の公的年金制度については､制度創設時の前提や社会経済の状況等が大きく

異なってきた結果､

①国民年金及び厚生年金の加入者の変化､

②年金制度が雇用 ･就労や人生の選択に影響､

③低年金 ･無年金者の存在､

④年金制度への不信 ･不安､

⑤長期的な持続可能性への不安

といった様々な課題が存在している｡

【施策の方向】

○ これらの課題に対処するためには､

①働き方 ･ライフコースの選択に影響を与え在い一元的な制度

②最低保障機能を有し､高齢者の防貰 ･救貧機能が強化された制度

③国民から倍額され､財政的にも安定した制度

という方向性を目指して､年金改革を行っていく必要がある｡
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改革案の具体的内容 (ポイ ン ト)

■新しい年金制度の骨格
○所得比例年金 (社会保険方式) :可掛重を問わず全ての人が同じ制度に加入し､所得が

同じなら同じ保険料､同じ給付
○最低保障年金 (税財源) :高齢期に最低限これだけは受給できるという額を明示

■現行制度の改善
○年金改革の目指すべき方向性に沿って､現行制度の改善を図る｡

･働き方 ･ライフコースの選択に影響を与えない制度
(厚生年金適用拡大､第3号被保険者制度の見直し､在職老齢年金の見直し､育児期間中
の者に係る配慮措置の拡充)

･被用者年金の一元化
(保険料率や給付要件の統一など)

･最低保障機能の強化
(受給資格期間の短縮､低所得者への加算､高所得者の年会給付の見直し)

･能力に応じた負担を求める方向性
(標準報酬上限の引上げ､高所得者の年金給付の見直し (再掲))

･年金財政の持続可能性の確保
(基礎年金国庫負担 1/Zの維持､支給開始年齢､デフレ経済下のマクロ経済スラ
イドの在り方)

●年金制度の業務運営 ･システム
･公的年金制度を支える業務運営及びシステムについて改善

現在の公的年金制度の課題

01961年の国民年金制度創設より約50年が経過し､制度創設時の前提や社会経済の状況
が大きく異なってきているo

○予想を大きく超える速度で少子高齢化が進展oまた､人口減少局面に入るとともに､低成長
時代で右肩上がりの経済を前提とできない状況o

(D国民年金･厚生年金の
加入者の変化

②年金制度が雇用･就労や
人生の選択に影響

③ 低年金･無年金者
の存在

④ 年金制度への
不信･不安

⑤ 長期的な
持続可能性に不安

･雇用の在り方が変化し.非正規規雇用と呼ばれる就労形態が増加｡
･国民年金(第1号被保険者)が､自営業者のための制度から､非正規雇用者が加入する年金

制度に変化｡
･国民年金の制度は､非正規雇用者の受け皿となっておらず.こうした者が将来に低年金･無

年金となる可能性が高いD

･被用者の中で.労働時間や収入で年金制度の適用関係が変わる仕組みとなっており､労働
者の就業行動や事業主の雇入れ行動に影響を与えている｡

･保険料を負担しないで基礎年金を受給できる第3号被保険者制度の存在があり､専業主婦
を優遇しているのではないかという批判がある｡

･老齢基礎年金の平均受給額は月54万円､老齢基礎年金のみの平均受給額は月485万円.
･無年金見込み者を含めた無年金者は最大118万人と推計｡

･給付と負担の関係が分かリにくいとの指摘.
･被用者年金も職域毎に分立しており､官民格差があるという批判がある｡
･国民年金保険料の未納率の上昇により､制度が破綻するのはないかとの不安･誤解がある｡

･基礎年金国庫負担財源を賄う恒久財源が確保されていない｡
･諸外国の動向及び高齢化の一席の進展を踏まえれば,将来的に更なる支給開始年齢の引き
上げが必要ではないかとの指摘｡

･デフレ経済下でマクロ経済スライドが発動しておらず､長期的な財政安定性にも不安との指摘｡
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課題に対する解決の方向性

年金改革の目指すべき方向性

○このような課題に対処するためには､以下のような方向性を目指して年金改革を行っていくことが必要｡
(D新しい仕事への挑戦や女性の就労を妨げる年金制度ではなく､働き方､ライフコースの選択に影響を
与えない､一元的な制度

(診単身高齢者､低年金者､無年金者の増大に対して､最低保障機能を有し､高齢者の防貧･救貧機能が
強化された制度

③国民から信頼され､財政的にも安定した制度

新しい年金制度の方向性
ー ⊂二二 = ｣

○全ての職種が同じ制度に加入し､所得が同じなら同じ保険料､同じ給付となる｢所得比例年金｣の創設
○高齢期に最低限これだけは受給できるという額が明示された｢最低保障年金｣の創設

国民的合意･環境整備の必要性

○今の年金制度を抜本的に新しい年金制度に改めるためには､国民的な合意が必要｡
○自営業者を含む一元的な制度を実現するためには､
(か社会保障.税に関わる番号制度の導入･定着
②歳入庁創設等､税と社会保険料を一体徴収する体制の構築
③所得捕捉問題に対する国民の納得感の醸成
といった環境整備を制度の議論と並行して行う必要があり､そのためには一定の準備期間が必要｡

｣ここ=コ-
○新しい年金制度の骨格を示し､国民的な合意に向けた議論や環境整備を進め､新しい年金制度の実現
に取り組む○

○新しい年金制度からの年金給付のみを受給する者が出てくるまでには､40年以上の期間が必要○移行

期間中は､新制度と旧制度の両方から年金が支給されることになるo

新しい年金制度の骨格 (民主党資料より)

o｢あるべき社会保障｣の実現に向けて(民主党r社会保障と税の抜本改革調査会｣)(年金関係部分抜粋)

Ⅳ 抜*改暮で公平で.tllでさる年tへ

zE公的事■NElの故事の方{也-

1 暮事的な考え方

現行の年金RJEは.t暮r=よって加入するNElhtJtなる上.井井に杜礼なNZEとfLって

いる.そのたd)､ライフスタイルの多特化TLと現在のq)艮生活に)合せす.また竹丘を理

解することが四札なことから.公的年金N丘にとってAも工事なPl氏の溝川を失っていら.

そこで民主党は､先の捜遺筆マニフェストで年金朝丘を抜本的に改め.1T兼ll.公平で.

わかりやすいNd:r=振放することをtCえた.A件的にIt.公的年金朝丘を､納めた保LAFI

r=応じて年会を受持でさるr析11比Ol年金.Iと.公的年金叫正に■切(=加入したJtelこ-定

血のヰBを焦Ftするr■色桝 年金JをNLみ合わせた年金NJtをNLiL.すべてのtF民がこ

のNJlJ=Zd入する (r公的年*N&の一元化｣)こととした.

これl=上ってNLLが■*かつ公平rこなるとともに.高B瀬の生きの安定を古め またEEl

良の事fIなライフスタイルにも対応が可tとなると書えておtJ.今AAの抜手改JLl=おいて

改めてBt主党事の事秋を求めていく.

一方で.いわゆるr公的年金81丘の-売化｣を兼現するためには､新和のfl淀を斗夷に行

うための暮号朝丘のi8人､税と社会保険料の-体何故など､現在の市故の仕組みを大きく

転換することがめ事であるが､これを短時帆で実現することはEEl札である.

そこで.このような公的年金■JEのtk本手王を美gtするためのntLが丑■されるまでの

捕.BL行tJEのmtLを可AEな■IJJi正し.4民の年金Nd:l=対TもtltLを即LTることと

する.

2 抜本改事故の斬たな年金竹丘のポイント

(1)鎌手故事の甘捷

<年金壬椿事 (601にitL､見抜fIを払い拝えている方を書む)>
刊EE改手の彰書を受けす.現在の失格qr=文化なし.

くNEl改Zt恥 こ現役世代 (20-5gil)>

①yldE改羊時までに現行NJEで納め1=キEk科に対してlt.梢兼.現行竹丘にJEづく年金等

を≠捨 (現行≠丘の支持itfI期間25年に1していない方も*む).

◎甘丘改暮以枠にfN丘で*めた保扶fIに封しては.帝兼.tFIJEr=基づく年金寸を壬

B.

持兼の≠捨滋は r現行NJEl=Jiづく交接tMDJとr#INJEに暮づ(受光gKZ)Jの含rq.
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<rJl改暮特以Ftに20■1=ilする方>

暮NLEr=JIづく尾I一fIH付を行い_持兼.fN正r=JIづく年金血を士拾.

(2)8T朝丘の*枯

①加入対暮事

020枚以上65荘禾斗の書すべて

020位朱書または65At以上で所経のある書

○紙用fも自省兼書もすべての人が同じN丘に加入 (一元化).

◎tJlの*格

ozL牲時代l=納める偉JI科にJZ;じて撚付を受けるrBiiI比q年金Jと所18比BI年生の止J=応

じて片付を受ける r■妊榊 年金｣の丸み合わせ

○上色のJIみ合わせで.すべての人がれね月47万円以上の年金を生けられるようにする

(斬tlLlの完成時点).
o rHTtl比91年*Jの持付肘ilは r保険flJ.r■低糾 年会Jの封書は r税J.

(3)析柵比例年金

①保険料

○倶秩料r暮tti年金に焦る部分について15ql穣LEとし,別途tiA族年金 ･叶書年金に焦

る良Ek料を加tすることとTる.

o社用tQ)丘脚 は労捷折半とする.また.汝用書保且の任用事A担分は企暮垂tt上,雌

与と内事の扱いであることをELまえ.自書JE書の艮Fkflは全且自己A控とするが.i*入

l=あたってはIE&称MILを泣ける.
o払用書の扶VEぺ-久は捻与A入.白書暮tのFtrペースはT先上.一一多事捷tJとする,伝

お.bttIぺ-スには上QをBlする (=年*受給Aに上Rをhける).

⑦耶l比桝年金強

OdJJL位で書十暮(書配仇書のUL合､夫特のthd)た保険料を合JtLて二分したものを.それ

ぞれの納付在秩料とTる-二分二Jt).

Oll付し1=書院科を妃uJ=tFみ上げ_その合M暮1を年金支祐BA始 (七宝)特の平均余命など

で11って.寺年の年金叫をF出(払付与脚 については.年*支捨ZR始帝まで.一重Q)Z

FFli…金flを付fIしてfII).



○上Eのr一定の壬用iE｣としてrJtなし1月11回りJを用いち.rJLfjLIfFLf1回LJJは.

1人当たtJt卓上*辛をベースにしつつ､現役人口の#少を血戦Tもことで.tb l0

O年†札 類斗比甘,年会の村政がJI綿でtるようにLIl亜LたtとTる.

O出生J8･人口判事.推京成A事･■*上Jt中書の捜ifやiIに一文のt化があった4台に

ヒL 特集の年金強付を47tにする牡点から.rBtなし3月fl自リJ及びこれをiiじT=年会

(4)■催促FL年金

(》■低qtP年金の↑格

OJL低dLP年金は.iAJE攻をAfJFとして､

ととTる.Al丘珠Il年金の先棒にあ(=

ある中人レベルで捻付叫をゼE)とす

Rで.敏ね7万円以上の年金を受給で･

3 抜本改JLまでのgL行qJlのせ暮
r公的年金FL(a)一元Q.Jなどの抜本改壬を美gLするまで､一定のJtrnを事することから.

そのrnは現行*丘を改暮することに上って.*年金書 低年金fMJL gr食の財政暮立替

A.などのEE現に対応する.なお.tk本社+のt手r=あたっては現行qLEのLl鼓7tftJtを行

うこととする.

【現行tlLE改書の例】

OJl生年食の■用範笥拡大

井正規J用のq大を珠まえ.現在の加入暮件をJLtすなどに上って.可BBljkL)Lt生年

全の加入書の■用抱囲を拡大することで.持乗の任年念書 ■年金書を少なくする.

0年虫財政の暮書珠化

牧Nの抜本社主を通じて､JB叫年金A)Lt負担1/之の安定的な肘耳をqE保する.

OED辰年食尽険封の適正な鞭収

ED丘年金保険料のM付串の低下が抜いていることから.QL収休朝のJttlしなJ:'にJ:I)柄

付事の向上をl要る.

またマク13控訴スライド､k価スライドのあり方をti付するとともに､抜本故事の巧tI

Jl■l=必事な期臥 ホqElへの移行XIrMなどをZtまえつつ.払用書年金の一元LL:IJ.程年

金の書他見Pa態のSL化､在■毛II年*N丘のJt正しなどについても.*肘を加えていく

こととする.

㌻~̀発 端 最低保障機能の強化 招.

低所得者への加井

<現状>

○ 老齢基礎年金の清書引ま月額約6.6万円であるが､実際の平均受給紐は月親約5.4万円であり､その
うち､いわゆる2階部分のない｢基礎年金のみ｣の受給者の平均受給額は､月鍍約4_85万円である○

<改革の方向性>

○ 現在低年金となっている者の支援のため､低所得者である老齢年金受給者に対し､基礎年金額を定額
又は定率で加算して支給する制度を検討する○

○ 低所得者の範囲については､所得が低くてもー定以上の資産を持っている者も対象とするのかを含

(参考1)低年金･無年金が発生する理由について

○ 年金の続の算定の基礎となる保険料納付済期間が嘉魚受給の期間に満たないこと

･昭和61年3月以前に被用者の配偶者であった者で.国民年金に任意加入しなかった者

⇒ この場合､昭和61年3月以前の期間は.合算対象期間(いわゆるrカラ期間｣)となるので,年金緒の計算には反映されない｡

(これは､昭和61年4月の基礎年金制度串人前は､被用者本人に配偶者加給を支給することで世帯としての年金保障を行うことと
していたためであり､現行制度においても配偶者加給に代わるものとして､生年月日に応じた振替加算が行われている｡)

･被保険者期間に免除期間を右する者 ､

⇒ この場合､免除期間は保険料を納付した月数に対して､4分の1免除された期間は6分の5､半額免除された期間は3分の2､4
分の3免除された期間は2分の1､全銀免除された期間は3分のlで年金額が計算されることになる｡

･未納･未加入の状帳であった期間を有する者

⇒ この場合､未納･未加入の状態であった者は満額の納付月数(原則40年)に満たなくなったL).受給資格期間(原則25年)に満た
ずに無年金状掛 こなったりする.

065歳前から老齢基礎年金等の繰上げ受給を行っているために､減額された老齢基礎年金等を受給していること

60歳から受給した場合の繰上げ減額率は､昭和16年4月1日以前生まれの者は42%.同月2日以後生まれの者は30%となっている｡

老齢基礎年金等の榛上げ受給を選択した者の割合は､平成21年度においては.受給者全体で約44%､新規裁定者で約23%｡なお､

かつては新規裁定者のうち8割近くが繰上げ受給を選択し懲 たこともあった｡



(参考2)繰上げ･繰下げ受給の彰琴について

･老齢基礎年金のみの受給者の年金月組については､繰上げ･繰下げの影響を除去した場合には､6万円以上7万円未済である者が417%

と最も多くなっている｡一方で､実際に支給されている続である繰上げ･繰下げの影響を含めた場合の年金月額については､3万円以上4万
円未満である者が269%と最も多くなっており､年金月額が4万円未満である者が374%を占めており､こうしたことを踏まえた対策が必要｡

【老齢基礎年金の年金月級の分布】(平成20年度末現在)

【繰上げ.繰下げの影響を除去した場合〕
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〔組上げ･繰下げの影書を含めた境合〕

∴ ･,..:Ll,十 ㌧ ソ ∴ :･ .,'::＼∴章∴十
※ 新法FF生年金保険(旧共済組合を除く)の受給権を有しない基礎年金受給権者及び旧国民年金

受給権着く5年年金を除く)の受給権者の年金月額の分布.

(参考3)高齢者世帯の所得分布について
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出典 r国民生活基礎 調 査J(平成19年)

I

障害基礎年金の制度について

1 支給要件

国 民 年 金 の 被 保 険 者 期 間 中 ､また は 被 保 険 者 の 資 格 を失 った 後 60歳 以 上 65歳 未 満 で 日本 国

内 に住 ん でい る間 に初 診 日の ある傷 病 によって ､初 診 日か ら1年 6カ月経 った 日あるい は 1年 6カ

月経 た ない 間 に治 った 日 (ともに障 害 認 定 日という)に､1級 また は2級 の 障 害 の 状 態 にある場 合

に支 給 され るo

(注)保険料納付要件
国民年金の保険料納付済期間と保険料免除期間が､

① 初診日の属する月の前々月までの保険料を納付しなければならない期間の3分の2以上あること､あるいは､
② 初診日が平成28年4月1日前の場合は.初診日の属する月の前々月までの1年間の保険料を納付しなければならない期間

のうちに､保険料の滞納がないこと｡

2 年 金 線 (平 成 23年 度 )

(1級 障 害 の 場 合 ) 月鐘82.175円 (年 額 986,100円 )+ 子 の 加 算 績

-- = (老 齢 基 礎 年 金 の 満 額 の 1 25倍)

(2級 障 害 の 場 合 ) 月 額 65.741円 (年 縫788.900円 )+ 子 の 加 算 額

･･- ･･ (老 齢 基 礎 年 金 の 満 額 と同額 )

子 の 加 算 額 第 1子 ･第 2子 - ･月纏 各 18,916円 (年 額 227.000円 )

第 3子 以 降 日 ･月額 各 6.300円 (年 額 75.600円 )
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最低保障虎能の強化

受給資格期間の短縮

<現状>

○ 国民皆年金の制度の下で､25年という受給資格期間を設定しているが､諸外国と比べても長い期間
設定であり､ある程度､納めた保険料に応じて給付を受けられるようにすべきではないか､という指摘
がある｡

<改革の方向性>

○ 納付した保険料を年金受給につなげやすくする観点から､受給資格期間を､現在の25年から短縮す

(参考1)無年金者数の推計及び保坂料納付期間の分布

･無年金見込み者を含めた無年金者は､最大約118万人と推計｡

･そのうち､一般的な年金受給年齢である65歳以上の者のうち､今後保険料を納付しても年金を受給できない者は､現時点にお
いて最大で､42万人と経書十 (平成19年社会保険庁調べ)｡

･合算対象期間や､共済組合期間など(旧)社会保険庁で把握できていない期間は含まれていない｡

065歳以上の者のうち今後保険料を納付しても25年に満たない者(約42万人)の納付済期間別分布 (平成19年(旧)社会保検庁折J<)

(参考2)納付期間が短い者に､納付期間に応じた老齢基礎年金を支給する場合の月額

免除なし 半諌免除 全

現行制度 40年 65.741円 49.308円 32.875円25年 41.09lPI 30.816円 20,541円

書式算 20年 32.875円 24.650円 16,433円

※1半碩免除又は全額免除の年金硯については､例えば.20年の場合､免除申矧 こ基づく期間が20年(半壊免除
の場合は当該期限に係る保険料納付が荊捷)あり､残りの20年は未納として計算｡全額免除の場合の年金額は2分
の1の水準で計井.

lX2年金榎は平成23年度

(参考3)諸外国の受給資格期間

日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス スウェーデン

受給資格期間 25年 40加入四 なし 5年 なし なし

半期
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賢桝 宅ぎ;; 高所得者の年金魚の見直し 発声誉哩 等垂鮮 =簡

<現状>

○ 老 齢 基 礎 年 金 や 老 齢 厚 生 年 金 については ､受給 者 の 所 得 の 状 況 等 を調 査 す ることなく､保 険 料 の 納

付 実 績 を基 にして年 金 が 支 給 され る○

○ 老 齢 基 礎 年 金 の 給 付 費 の 2分 の 1に国 庫 負 担 がなされ ている○残 りの2分 の 1及び2倍 部 分 は保 険

料 により賄 わ れ ているo

<改革の方向性>

○ 低 所 得 者 へ の 加 算 など､最 低 保 障 機 能 の強 化 策 の 検 討 とあわ せ ､高 所得 者 の 老齢 基礎 年 金 につ い

て､その 一 部 を調 整 (減 植 )す る制 度 を設 けることを検 討 する○

※ 既に受給している年金の減鐘については､憲法の財産権との関係での一定の制約があることから､公的年金等

.控除を縮減することによって対応することについても併せて検討する○

○ 高 所 得 者 の基 礎 年 金 軽 の調 整 については ､国 庫 負 担 相 当縫 までを 目安 に行うことが考 えられ る.

(参考1)カナダの年金制度におけるクローバックの仕組みについて

カナダの老齢保障年金(OAS)は､全額税財源により支給される年金制度であるが､受給者のうち､総所得額が一定飴(月額

5.52792カナダドル(約467万円))を超える場合は､総所得緒のうち当該基準嶺を超える部分の複の15%に相当する嶺を税と

して園に払い戻す制度があり,クローバックと呼ばれている｡

※ oASの給付紘一溝板で月親51696カナダドル(単身12009年4月現在)｡

日本円では約44万円(1カナダドル-8451円で計算｡2011年4月1日現在の実勢レートによる)｡

(参考2)過去の議姓の軽緯

(D 社会保障蕃!義金年金部会｢年金制度改正に関する意見｣(平成15年9月12日)より抜粋

(4)高所締着に対する給付の在り方･年金課税

<高銘所締着給付制限>

O -定以上の高額所得者については給付制限をすべきとの意見があった｡これに対しては､同額の保険料を同期間拠出したに

もかかわらず､所得･資産によって.給付を制限するのは､拠出に応じた給付の関係という社会保険方式の基本の考え方が損

なわれ､保険料拠出意欲を損なうものであり､社会保険制度として問題がある｡また､実際にも､現状では､公正な所得調査が

現実的に可能かとの問題があると考えられ.偉重な検討が必要である.

(a 社会保障審議会年金部会r社会保障審議会年金部会における経論の中間的な整理一年金制度の将来的な見直しに向けて-｣

(平成20年11月27日)より抜粋

(その他)

○ 以上の低年金･低所得者に対する年金給付の見直しに併せて､クローバックなど高所得者に対する年金給付の扱いについ

て､世代間･世代内の公平性や年金給付の権利性の観点､年金課税との関係も踏まえつつ.更に検討を進めるべきである｡

(参考3)老齢年金受給者の所得の分布図

【r老齢年金受給者実態調査｣(平成18年度､厚生労働省)による老齢年金受給権着の本人収入の分布 】



社芸保 舶 民芸謙 (平成甜年) I公的年金制度に関する定t的なシミュレーション結果｣より抜粋l

(1) 嘉額所得者に対する基礎年金減額措置 (クローバック)を導入した場合の影響について

〔前提〕

高齢期(65歳以上)において､年収600万円以上の者について所得に応じて基礎年金を減額(クローバック)

すること(減嶺率を年収600万円の0%から年収1,000万円の100%へと次第に上昇させていき､年収1,000
万円以上の者には基礎年金を全く支給しない)とした場合の基礎年金給付総額の削減率を計算｡

※ クロー′くックとは､カナダの公的年金の老齢保陣制度(OklAgeSecuhty)に設けられている高樋所得者に対する年金洲 .
※ 600万円､1.000万円という前捷は､カナダにおける】郎掛こ照らしつつ､有狂者等の意見を踏まえて設定｡

〔財政効果〕

老齢年金受給者実態調査に基づく年金受給者の所得分布(次ページの分布図参照)に基づいて計算すると

･クE)-Jくックの対象となる者(年収600万円以上)は､全体の約2.4%

･全額がクローJくックされる者(年収1,000万円以上)は､全様の約0.6%

となる｡また､このようなクロ-/くックにより､基礎年金盆付書は約1.3%削漉されるものと見込まれる｡

クロ-バックによる基礎年金の削減嶺の推移は､クローバックの基準年収額を将来どのように変動させていく
かに依存するためにその推計を行うことは雛しいが､仮に基礎年金給付費の削減率(約13%)が将来にわ
たって一定であると仮定した場合には､基礎年金削減鋲の見通しは以下の通り｡

(単位 兆円)

年度 2009 2015 2025 2050

基礎年金給付費(ケースA) 24 29 34 63

(参考) 年金受給者の収入の分布の状況

平成18年度｢老齢年金受給者実態調査｣(厚生労働省)によれば､老齢年金受給権者の本人収入の分布は､
下図の通り｡

この分布に基づき､600万円を超える収入1万円につき025%ずつ年金額を減額し､1000万円以上の者には
100%減板することとした場合､全点に一律に支給する場合に比べて､13%給付が削減される｡

本人収入
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短時間労働者 に対す る年生年金の適用拡大

<現状>

○ 同じ被用者であつても労働時間や収入によって年金制度の適用が変わる仕組みであり､労働者の就業
行動や事業主の雇い入れ行動に影響を与えている○

○ 国民年金制度が､自営業者のための制度から､不安定な被用者が多く加入する年金制度に変化○こう
した者が､将来､無年金､低年金となる可能性が高いo

<改革の方向性>

○ 働き方に中立的な制度を目指し､かつ､現在国民年金に加入している非正規雇用者の将来の年金権を
確立するため､厚生年金適用事業所で使用される短時間労働者を､厚生年金の適用対象とすることを検

(参考1)現在の厚生年金の適用要件

･1日､又はl週間の所定労働時間.lヶ月の所定労働日数がそれぞれ当該
事業所において同種の業務に従事する通常の就労者のおおむね4分の3以
土であること(右図参照)

(参考2)他の社会保険制度の適用要件について
<雇用保険>
･1週間の所定労働時間が20時間以上であること
･31日以上の雇用見込みがあること
なお､収入等の他の要件はない｡
<労災保険>
･適用事業に使用される労働者であること

(参考3)これまでの経過

∴ ･

l

lJt生年全の故BJ&書】 【El)畏年金の 【PJE年会の

(dlZE年金の*2号社長IR書) 事l号淡色El書】 X34妓女EB書】

洋 ここでいうr収入｣には抵与の色.it丘所持事､■托して入る収入が含まれる(5t左折
*.事暮所神事捷Jtをtするものについては曲事はt捜Ft杜).

短時間労働者への厚生年金の適用拡大については､平成16年の年金改革のは蛤の際､r施行後5年を巨遠として､総合的に検討が加え
られ､その結果に基づき､必要な措置が諦ぜられるものとする｣旨の検討規定 (国民年金法等の一部を改正する法律附則第3粂第3項)が
置かれた｡
これを受けて､平成19年の被用者年金一元化法案において､厚生年金の適用拡大 (1週間の所定労働時間を20時間以上とする等)香

提案したが､審言義未了で廃案となった｡

就業構造の変化

国民年金制度が発足した昭和30年代と現在を比べると､産業構造や就業構造は大きく変化している0

産業別有業者割合の変化

第 1次産業は大きく減少
し､第3次産業が全体の
約7割を占めるに至って
いる

従業上の地位別有業者割合の
変化

自営業者と家族従業者は
大きく減少し､雇用者が

増大している

臨時雇用も増大している

(注)臨時荘用lヶ月以上1年以内の雇
用契約でAわれている看

資料出所 総務省r就兼構造基本調査｣

●召和34年平成 19年 一二 コ¶ ｢~ニ 忘ニ ホ1 *･申･不i 也

- 了 . TH 強並暮 也

林iL l 九 ,〟 .削 k l禿.小売.■公lt
匝 * J l+ 匪読ll■1'~.

一一十4■一,I一点一一十4■一,I一点

昭7t]34年平 f正19年 BA 日 ■ い

･血 生:- -奴兼 用 nE用 者 巨逮 しヽ

l * I Jl用

[1■暮 JL士｢ B JL -一枚常用Li用手
日日
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国民年金加入者 (第 1号被保険者)の就業状況

○ 国民年金第1号被保険者のうち約4審J(39.4%)が､常用雇用及び臨時Jパートの者で占められて
いる○

○ 平成11年からの推移をみると､常用雇用及び臨時./(-トの割合が上昇し､自営業者の割合が低

平成11年調査 平成14年調査 平成17年調査 平成20年調査

総数 100.0 100_0 100.0 100.0

自営業主 22.6 17.8 17.7 15_9

家族従業者 ll.3 10.1 10.5 10.3

常用雇用 9.8 10.6 12.1 13.3

臨時.パート 16ー6 21.0 24_9 26.1

無職 34.9 34.7 31.2 30.6

･x【常用荘用】正社良の他に.是用者であって1日の所定労伽時間及び1か月の所定労働日数が板ね一般社員に相当する者のことをいう｡

【臨時･バート】自営業者･雇用者以外の就業者をいう｡登録社且や派遣社員などのフルタイムでないJE用者や､家庭教師のアルバイト､内職などが舷当

資料出所 厚生労働省｢国民年金被保険者実態調査｣

正規矧動者と非正規労働者の推移 - I

○ 正規の職員.従業員は近年減少偵向.

○ 2010年において､非正規の職員,従業員割合は､比較可能な2002年以降で最高の水準o

万人) パート847(48.3%)

(33-0%)(33.5%) (34.1%) (33.7%) (43%

β7(+44) 1.73(+55) 1,76(+28) 1,72I-3gI 175(+34)非 正 規正規l(16.4% () 20_2%) 0:9%-,001i,77lr .27.63J耳 .63

881
655

l3.34I .48l I.37l .411(+37JE 1.441叶30) .39(-42)l 一.38(-19) .35トー25)

アルバイト345(19.7%)

JIlt▲AT⊥沢Qfミ′qL=qJ.ヽ

契約社員嘱言モ330(18_8%)

85年 90年 95年 00年 05年 06年 07年 08年 09年 10年
雲137.?.T%工

(資料出所)2000年までは総務省 r労働力明査 (特別桐査)｣ (2月調査)､2005年以降は総務省 r労働力調査 (拝細集計)｣ (年平均)による.
注)JE用形態の区分は､勤め先での｢呼称｣によるもの.
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短時間労働者への厚生年金適用拡大のイメージ
週 の所定労働 時間

20時間 30時間 40時 間 ～

約ヨoo-400万 人 ′ 適 用拡 大対象(雇用保険と同じ条件とする場合) 約900-1000万 人

勉4匹 互 左､ ヽ ■ _ _ 日 日 _ _ _ _ ー … … _ ー … _ _ _一ノ ′(既に厚生年金適用)

(約1′700- 1,800万 人 )

(*1)非正規労働者は､勤め先で｢パート｣､｢アルバイト｣､｢派遣社員｣､｢契約社員･嘱託｣等と

呼ばれる者｡｢バート｣と呼ばれている者の中にも､週の所定労働時間が30時間以上である

等により既に社会保険に加入している者もいれば､学生アルバイトや､週1､2回､月2､3万
円程度の働き方の者もいて､就業時間･形態は様々｡

※労働力調査(2010年)によると､非正規労働者(勤め先の呼称が｢パート｣､｢アルバイト｣､｢派遣社員｣､
｢契約社員･嘱託｣､｢その他｣の者)は合計で1′755万人｡

(*2)厚生年金の適用事業所以外の事業所で使用される者が存在するため､合計数が一致し
ない｡

社会保障国民全紙 (平成20年) ｢公的年金制度に髄する走i的なシミュレーション結果Jより妓矧

(2)パート アルバイトに厚生年金を適用した場合の年金財政への影

単年度収支への影響額の細い試算)

度成熟時を想定した

○ 週所定労働 時間20時間以上の短時間労働者を厚生年金適用とした場合｡

※ 対象者数は310万人程度 (このうち第 l号被保険者からの適用対象者は4割程度)と推定O

対象者の総報酬月額の平均 厚生年金財政の保険料収入の増加(労使合計) (ら 厚生年金財政の支出の増加② 収支差の変化((彰一②)

6万円と仮定する場合 4,100億円 4,800億円 △700億円

8万円と仮定する場合 5,400億円 5,600億円 △200億円

10万円と仮定する場合 6,800億円 6,400億円 400億円

(注1)平成18年度における厚生年金全体の保険料収入は21.0兆円､支出(実質的な支出総費用額)は32.2兆円｡
(注2)6万円､8万円のケースは､現行の標準報酬月額の下限(98.000円)を見直して適用することを想定している｡

○ 上記の半数 (155万人程度)を厚生年金適用とすると影響額も半分程度 (次表のとおり)となる｡

対象者の総報酬月額の平均 厚生年金財政の保険料収入の増加 厚生年金財政の支出の増加 収支差の変化
(労使合計)① ② (①-②)

6万円と仮定する場合 2,000億円 2,400億円 △400億円

8万円と仮定する場合 2,700億円 2,800億円 △100億円

10万円と仮定する場合 3,400億円 3.200億円 200億円

'x,遠 琵 豊 等etLiEbfo,iE*0'諾 =fzf笠 諾 芸濃 禁 芸霊 芝讐 雷光 慧 1̀20鯛 '以上｣-ないし年順 的 5万円以上J'鮎 醐 控脚 長鵬



(参考)算出方法について

○ 対 象者 l人あたりの厚 生年金財政へ の影響 (年額 )を以下の通 り算 定 ｡

【第 1号被保険者からの厚生年金適用の場合 】

対象者の総報酬月額の平均 厚生年傘財政の保険料収入の増加(労使合計) 生 の支出増分 基礎年金分 報酬比例分

6万円と仮定する場合 13.2万円 27,7万円 20.3万円 7.5万円

8万円と仮定する場合 17.6万円 30.2万円 20.3万円 9.9万円

【第3号被保険者等からの厚生年金適用の場合 】

対象者の総報酬月額の平均 厚生年金財政の保険料収入の増加(労使合計) 厚生年金財 の支出増分 基礎年金分 報酬比例分

6万円と仮定する場合 13.2万円 7,5万円 0 円 7.5万円

8万円と仮定する場合 17.6万円 9.9万円 0 円 . 9.9万円

ただし､上表の算定にあたっては､

(1)保険料収入は､制度成熟時を想定して､厚生年金の最終保険料率18.3%を各々の総報酬月額に乗じて12倍｡

(2)基礎年金分の支出増分は､国民年金の最終保険料月額16,900円(平成16年度価格)を用い､対象者のうち第1号被保険

者については､厚生年金が新たにこの額を負担することになるものとして算定｡

(16,900円×12月 -20 3万円 )

(3)報酬比例分の支出増分は､当該総報酬月額で1年間加入することに伴い増加する年金の総額 (平成16年度価格)を受絡

期間26年として算出｡なお､算出にあたっては､可処分所得割合の変化率として 0.95､裁定後における年金額の改定が

物価スライドであることの財政効果(約1割)､マクロ経済スライドによる給付水準調整割合(約15%)を反映｡

(8万円×5481/1000×12月×26年×0 95×0.9×0 85-9 9万円 )

出典:社会保障審議会 年金部会(第4回､平成19年4月26日)提出資料｡

Lu盟や~ユ 第3号被保険者制侯の見直し

<現状>

○ 保険料を負担しないで基礎年金を受給できる第3号被保険者制度について､専業主婦を優遇してい
るのではないかとの批判があるo

<改革の方向性>

〇 第3号被保険者制度に関する不公平感を解消するための方策について､新しい年金制度の方向性を

(参考1)第3号被保険者制度について

【昭和60年改正前】
○ 国民年金制度発足時(昭和36年)は.厚生年金が世帯単位の給付設計となっていたことを踏まえ､被用者年金の被保険者の車につ

いては.国民年金の強制適用の対象とはせず､任意に加入できることとしていた｡

○ その結果､蒙が国民年金に任意加入していた場合には､夫婦2人分の水準である夫の厚生年金と妻のB]民年金が支給されることと
なり､世帯でみた所得代替率は､成熟時には109%(I)になると予測された｡(*夫が厚生年金40年加入､輩が国民年金40年加入した

場合)
一方､妻が任意加入していない場合は､障害年金が支給されず､さらに､離婚した場合の年金の保障が及ばないという問題があった｡

【昭和60年改正後】
○ サラリ-マン世帯の専業主婦についても､第3号被保険者として国民年金の強制適用対象とし､独自の年金権を付与するとともに､妻
の基礎年金を含めた世帯での給付水準を妻が任意加入していない場合の水準に適正化した｡

○ その際､第3号被保険者については､独自の保険料負担を求めず､基礎年金給付に必要な兼用は.被用者年金制度全体で負担する
こととした｡
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(参考2)第3号被保険者の保険料の取扱いについて

○ 現行制度では､所得のない rサラリーマンの被扶養の配偶者 (3号被保険者)J
は､自らは保険料を負担せず､基礎年金を受けることができる｡ (図 1参照)

〇 第3号被保険者の保険料負担については､

荏)夫の支払った保険料の半分は妻のものとして取り扱う.
(多妻に別途の保険料負担を求める.

③夫に追加の保険料負担を求める､
④妻の基礎年金を減額する (一定額を負担すればもとの飯とできる)､
などの意見がある｡

○ ②冨喧)については､新たな負担を設けるが給付は変わらなかったリ､
負担は変わらないが給付は波線したりすることになる｡

○ (》は､世帯としての負担 ･給付は､いずれも変わらない｡ (図2参照)

○ 民主党の新しい年金制度案では､個人単位で年金を計算し､夫婦の納めた
保険料を合算したものをそれぞれの納付保険料とする､2分2乗という制度が

提案されている｡

(匡ll)

巨;歪∃ 【コ 蚕 豆 ::::]

夫の分 妻の分

(図2)

厚生年金 厚生年金

(上図の半分) (上図の半分)

E ≡ ≡ ∃E 云 ≡ ∃
夫の分 妻の分

(参考3)平成16年改正当時の社会保障審議会年金部会の意見(抄)

○ 現行制度においては､片肋き世帯と共助き世帯について､夫婦の標準報酬の合計額が同じであれば夫婦2人でみた保険料負担も年金給

付も同根であり､世帯阜位でみれば､給付と負担の公平性は保たれている｡しかしながら､第3号被保険者が､直接の保険料負担はなくても
基礎年金給付を受けられることについて､個人単位でみて給付と負担の公平を図っていくという観点から見直すべきであるとする考え方があ
る｡あるいは､世帯単位でみた場合の給付と負担の公平を維持しつつ.個人単位化を進めるべきであるという考え方もある｡

○ 本部会の繕幹では､(中略)少なくとも就業形態の多様化等の状況を踏まえ､基本的には短時間労働者への厚生年金の適用拡大等によ
り､第3号被保険者を縮小していく方向性については一致した｡

ただし.現実の第3号被保険者の短時間労働者としての就労状況からみて､現時点での縮小効果は小さいとの意見があった｡

在職老齢年金制度の見直し

<現状>

○ 働きながら年金を受給する場合に､保険料を負担する現役世代とのバランスから､給料と年金を合わ

せて一定額を超える場合に一定の年金猿を調整する制度である在職老齢年金について､就労意欲を

抑制しているとの批判があるo

<改革の方向性>

○ 60歳代前半の者に係る在織老齢年金制度について､調整を行う限度鰻を引き上げ､例えば60歳代

後半の者の仕組みと同じとすることを検討する｡

○ 検討に当たつては､高齢者雇用等への影響についても留意するoまた､現役世代とのバランスから､

(参考)60歳代以降の在暇老齢年金制度について

060歳～64歳 ※図1を参照

･賃金(ボ-ナス込み月収)と年金(定飴部分(65歳以降における基礎年金に相当)も含む)の合

計額が28万円を上回る場合は､賃金の増加2に対し､年金組1を停止する｡

･賃金が46万円を超える場合は､賃金が増加した分だけ年金を停止する.

* 平成16年改正により､在轍中に一律2割の年金を停止していた仕組みを廃止｡

065歳-69歳 ※図2を参照

･賃金(ボーナス込み月収)と厚生年金(報酬比例部分)の合計組が46万円を上回る場合には､

賃金の増加2に対し､年金韻1を停止する｡(平成12年改正で中人)
* 基礎年金は支給停止の対象外であり全鎖支給する｡

070歳- ※園2を参照

･65歳-69歳と同じ取扱い(ただし､保険料負担はなし).

*平成16年改正前は支給停止を行わず､年金を全銀支給していた｡

(参考)現行制度での在韓老齢年金制度の適用状況

年金の一部または全部が支稔拝止されている者の致 支給拝止されているも暮(捻Si)

約0 1-0 2兆円
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36万円
(※)いずれも､年金受給額は10万円と仮定(囲1では定額部分と

報胡比例部分の合計鎖､図2では格iN比例部分のみの領)



育児期間中の者に係る配慮捨置の拡充

<現状> /

○ 被用者が育児休業を取得した場合､その期間中は､本人分､事業主分とも保険料が免除され､年金

は従前の報酬を基に計算できる制度がある○

<改革の方向性>

○ 次世代育成の観点から､厚生年金の被保険者について､育児休業期間に加え､産前.産後期間中も､

同様に年金保険料は免除し､将来の年金給付には反映させる制度の対象とすることについて検討するo

(参考)育児休業期間中の保険料免除について(現行制度)

保険料は免除されない(※) 保険料は免除

一正 -LIF
産前･産後
休業期間

育児休業期間

※ 産前･産後休業期間に
ついては.健康保険より出

産手当金が支給される(従
前報酬の3分の2を保障)

被用者年金の一元化 ∴~=~▲ ~~-;∴ ･HF1--J､'二

<現状>

○ 被用者年金が職域ごとに分立しており､特に､共済年金と厚生年金を比較すると､2階部分の給付設計
は同じであるものの､保険料率や職域部分を含めた給付水準､給付設計が異なっているC

<改革の方向性>
○ 以下の措置等を行うことを検討する○

･厚生年金に､公務員及び私学教職員も加入することとし､2階部分の年金は厚生年金に統一する○

･共済年金の1階､2階部分の保険料率については､早期に厚生年金に揃える.

(参考1)平成19年に提出された被用者年金一元化法案の概要

○ 法律案の趣旨

制度の安定性･公平性を確保し､公的年金全体に対する国民の信頼を高めるため､共済年金制度を厚生年金保険制度に合わせる方向を基本とし
て行う｡これにより､民間被用者 公務員及び私学教放鳥を講じて 間-保険料 同一給付を重視する｡

○ 法律案の概要

① 被用者年金の大宗を占める厚生年金に.公務員及び私学教障員も加入することとし､2階部分の年金は厚生年金に統一｡
② 共済年金と厚生年金の制度的な差異については.基本的に厚生年金に凍えて解消｡
③ 共済年金のl･2階部分の保険料を引き上げ､厚生年金の保険料率(上限183%加こ統一｡
④ 事務組拝については.効率的な事務処理を行う概点から.共済組合や私学事業団を活用｡また､制度全体の給付と負担の状況を国の会計に

とりまとめて計上｡

⑤ 共済年金にある公的年金としての3階部分(扱域部分)は廃止｡(新3倍年金については､別に法律で創設し､陣域部分の廃止と同時に実施す
る趣旨を附則に規定)

⑥ 追加兼用削減のため､恩給期間に係る給付について本人負担の差に着目して27%引下げる｡ただし､-定の配慮措置を講じる｡(文官恩給.
18三共済も同様)

⑦ 被用者年金制度の一元化の対象とする｢被保険者｣の範囲の見直し.(′シート労働者に対する社会保険の適用対象範囲の拡大)
･x本法案は平成19年4月13日､第166回通常国会に提出したが､審議未了のまま衆抜院解散 (平成21年7月21日)により廃案となった｡

/

(参考2)厚生年金及び共済年金の保険料率

Lf生年金 屯■舶 棚 私立半枚載書A共済

16.058% 文 桝 部分

も含め1=保

険料羊



デフレ経済下のマクE3軽済スライドの在り方 A'Luh-かせ -̀-dJI

<現状 >

○ 平成16年の年金改正の財政安定化策の柱 の一つであるマクロ経済スライドは､物価 ､賃金が上昇し

ている際 に､年金額 の上昇幅 を抑制する仕組みであるが ､近年 ､物価及び賃金が低下傾向であり､ま

だこの仕組み は発動していないO
○ 年金財 政の安定のためには､物価及び賃金が低下している際 にも､さらに年金額を減額 して調整す

べきとの意 見がある｡

<改革 の方 向性 >

○ デフレ経済 下においては､現行のマクロ経済スライドの方法による年金財政安定化策は機能を発揮

(参考1)マクロ経済スライドについて

○ 平成16年の年金制度改正において､保険料収入に上限を設け､その範囲内で給付を調整するために導入された

仕組みである｡具体的には､年金飯計算の際､物価や賃金が上昇した際に､それをそのまま年金鏡に反映させるの

ではなく､スライド率を調整することにより､年金額の伸びを抑制し､給付を調整することとなる｡

○ 具体的には､労働力人口の減少及び平均余命の伸びに応じた率(平均で毎年約09%(平成16年当時の見込み))

を､毎年の年金額のスライド率から控除することで､年金の給付水準を抑えようとする仕組みである｡これを一定期間

継続することにより､棟準的な年金給付水準を､現役の手取り収入との比較で､623%(2009年度)から501%(2038年
度以降)にまで引き下げることとなっている(平成21年財政検証結果)｡ 一

〇 しかしながら､年金綾の引き上げを抑制する措置であり､名目額を減らしてまでは調整を行わないなどというルール

を併せて定めている(詳細は参考2参照)ため､デフレ経済下では､そもそも年金総が上昇しないことから､増額幅を

抑える方策であるマクロ経済スライドの仕組みが発動できていない状況にある｡

(参考2)マクロ経済スライドの仕組み

〇 一人当たり手取り賃金や物価がある程度上昇

し､スライドm整を行っても一定程度は上昇す

る又は鎖が変わらない場合には､そのまま適用

する｡ 【図1】

○ しかし､-人当たり手取り賃金や物価の伸び

が小さく､適用した場合には名目級が下がって

しまう場合には､調整は名目鋲を下限とする｡

したがって､名目の年金級が減少することはな

い｡ 【図2】

○ また､一人当たり手取り賃金や物価の伸びが

マイナスの場合には､賃金や物価の下落分は年

金板を下げるが､それ以上に年金を下lfること

はしない｡ 【囲3】

(参考3)デフレ経済下でマクロ経済スライドを発動すべきとの意見について

○ 年金財政の安定化又は世代間公平の観点から､デフレ経済下でもマクロ経済スライドが発動する仕組みとすべきとの意見がある｡

○ 物価及び賃金が低下偵向にある際には､基本的には年金額も物価又は貸金の下落に応じて漉鎖改定されることとなるが,これに対し

てマクロ経済スライドを適用すると､通常の物価又は耳金の下落幅を上回って､年金積を減鎖して調整する(例えば物価が01%下がり､

年金も01%減銃するような場合にーこれに09%分を加算して､10%の年金減額を行う)ことになる｡
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<現 状 >

○ 平 成 6年 及 び 平 成 12年 の 年 金 制 度 改 革 により､年 金 の 支 給 開 始 年 齢 を段 階 的 に 引 き上 げてい る○

また ､そ の 際 ､高 齢 者 雇 用 施 策 につい てもあ わ せ て推 進 しているo

<改 革 の 方 向 性 >

○ 現 在 進 行 している支 給 開 始 年 齢 の 引 き上 げ との 関 係 や 高 齢 者 雇 用 の 進 展 の 動 向 等 に留意 しつつ ､

(参考 l)支給 開始年齢について

･現在 ､男性は2025年度まで､女性は2030年度までかけて､段階的に65歳まで引き上げる途中にある｡

なお､年金の支給開始年齢の引き上げに合わせて､高年齢者雇用安定法による高年齢者雇用確保措置の養務年

齢を段階的に引き上げている｡

･ただし､このスケジュール終了後､速やかに引き上げを検討すべきとの意見や､スケジュールを前側すべきとの意見

等がある｡

※具体的なスケジュールについては､参考3及び参考4を参照｡

(参考 2)諸外国の支給開始年齢

(参考3)支給開始年齢の引き上げのスケジュール

竺3.5 [器〕
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(参考4)高年齢者雇用安定法による高年齢者雇用確保措置の義務付け

0 定年の引上げ
② 姓耗JL用tI皮のgL入(常仔ttきにより益羊を
定d)たI■合は.肴iL書全 JLを対tとしない●lLFも可)

(か青年の定めのJA止

年金支持耶始年Rの引上げに合わせて .

2013年hEまでに枚FB的に果Jt

貢odiO.7, 蛋;028. 蛋;029. 芸&1202三%1213遥i122. 量;1235年JE

(参考5)今後の高年齢者雇用に関する研究会について

高年齢者雇用施策に関しては.現在､学識経験者による研究会｢今

後の高年齢者雇用に関する研究会｣(座長 瀦家等慶磨毛塾長)が開

催されており.公的年金支給開始年齢(報酬比例部分)の65歳への

引上げが開始される平成25年度を目前に控え､意欲と能力のある高

年齢者が.長年培った知主鼓や撞額をいかして働くことができ､その生

活の安定を図ることができる社会の実現に向け.①希望者全員の65

歳までの雇用確保策､②年齢に関わりなく働ける環境の整備等につ

いて検討が進められている｡



支給 帥始年齢 の 引上 げの見直 し例 について (湘 別 からお求めのあった兼#)

O 現行のLF生年金(2拝申分)の支冶即始年齢は.授帥 こ防Jtまで引き上げることとなっており､男子でu53年生まれの舌から､女子で

1953年生まれの肴から61暮となる｡

○ 来年(2012年)GDJtとなる1952年生まれの舌は_(自然に考えると)引上げ棚 Lは出来ないので､1粥3年生まれの者から引き上げTL､

くこととするが､従来の3年に1▲ずつ引き上げるスケジュールを前倒しし.2年にlJLfつ引き上げる例を漣示(Q))｡

○ 王l二は_支冶開始年f;が完全に朗JEに引き上がった以拝もJt生年金.基礎年金とも引き上げる例を漣示((臥 ③).

0 年金受給を間近に捜えた舌について予定を" する内容であり､また､美辞には､65iまではもとより.65JE以降を含めた7F齢舌J用

や自営書手の生活の安定の確保がなされなければならす､実施のためにはその含ま形成も必事だが､ここではヰ拝にJHLLの例を示して

いるものである.

細 や生食r=つい で引 ヒ11スケジュ-ル妄lTT倒E

耶 (肝 , 6Tl ㌫ ㌫ 6詣 ㌫
(1953年生) (1955年生) (1957年生) (1959年生) (1981年生)

【州 し別 6% ㌫ 諾11 詣 6T.-
1!野 生皇) ｣!旦些事生) (I955年生) (1956年生し (1957年生)
秘 事 肘 掛 才 他 事 他 事

t■LJLl■事t) (■ltJ:lt事t) lLZJrf■▼t) lL)Jt■ttJ

(●書)Mえば.61JEbtB62JLlこ弓It上がる2016年においてIJL引き上がることによってJt生年金の始付tは… 円削 ､する.
なおJT生年金の引上げスケジ1-ル書棚 ししても.公tT二は糾 し.

(汰)Jt生年虫女子は.gtBrtSfJ九の2018年からの引上rfスケジュールで加 が.JI子と… ､2013年からに… す.
なお.共斗年】削こついてrL棚 において.A女とも.書生年金弟子と相 .201時 からの引き上rfスケジュールとなっTいる.

C2Mlや 生食について 相井の65止への引 とげスケジュールの緒 さらに闇l◆ペースで68丘まで引 ヒIf
併 せて細 生食l=つい ても68JEまで引 tげ

2023
1行(事手) 64JL

(1959年生)

2026

誓 il #62･06g 金･暮- も 6m,31 ㌫
(1963年生) (7965年生) (1967年生)

(注IJF生年t女子についても,スケジュール湘 して.… lこ引書上げ比 .6JJErW l書上げることとする.

さ1守った ヒで きら(=rEll'ベースで68JEまで引 tlJ

的 ほ (蕊 莞 L 冨 金側 蓋 ㌫

2022

日958年生) (1959年生) (1960年生)

(柄 )tIR 年金の支… を引き上げる4含.lJE引き上げ… 円tl丘公文姑小.

標準報酬上限の引き上げ

<現状>

○ 厚生年金の塀準報酬月額の上限は62万円であり､健康保険(121万円)より低く設定されて

いるOこのことは､将来の年金が高くなりすぎないようにする効果があるが､報酬の高い者につ

いて､結果として報酬に対する実負担率が低くなっている｡

<改革の方向性>

○ 高所得者について､負担能力に応じてより適切な負担を求めていく観点に立ち､厚生年金の

標準報酬の上限について､健康保険制度を参考に見直すことを検討する.また､標準報酬上

(事 考 )年金 とt Jt保 険の書 手報 d 月額 の 交3 (昭 和48年 以降 )

年金 健康保険

上限 下限 等級赦 上限 下限 手放せ

昭和48年 200.000 20.000 35 200.000 20.000 35

昭和5一年 320.000 30.000 36 320.000 30.000 36

昭和53年 380.000 30.000 39

昭和55年 410,000 45.000 35

昭和56年 470.000 30.000 42

昭和59年 710.000 68.000 39

昭和60年 470.000 68.000 31

平成元年 530.000 80.000 30
平成4年 980.000 80.000 42

平成6年 590.000 92.000 30 980.000 92.000 40

平成12年 98.000 30

平成13年 980.000 98.000 39
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基礎年金国庫負担2分の1の維持

<現状>
○ 平成16年の年金制度改革における財政安定化策の柱の一つである基礎年金国庫負担2分の1につ
いて､安定財源が確保されていない○

○ 平成21.22年度は臨時財源により2分の1を確保し､平成23年度も当初予算においては臨時財源に
より2分の1を維持することとしていたが､東日本大震災の復興にこの財源を転用することとなり､現時点
では､平成23年度分について､穴が空いている状況o

<改革の方向性>
○ 年金制度の持続可能性の維持のため､税制抜本改革により安定財源を確保し､基礎年金の国庫負担割
合を2分の1とする○(税制抜本改革実施までの各年度分の繰入れも適切に行われるよう､必要な措置を講

(参考1)現行法の仕組み

○国民年金法等の一部を改正する法律(平成16年法律第104号)附則第16条の2第1項(抄)

LIT:7EIF+!E.0'富諾 +b{蓋F藷 fLLIIu,Fo,o'54tH htL*lQ,ei=H% T+話 語O,zE_*王認 諾 慧 (諾 諾 ,lLl.禦 諾 諾 (.･i君 島
の規定の例により算定して縛た差錘(*)に相当する転をEE庫の負担とするよう_臨時の法制上及び財政上の措置を謙ずるものとする｡

(+)｢差額Jは.基礎年金国庫負担割合を｢1/3+32/1000｣からrl/2｣に引き上げるために必要な請
※特定年度から基穣年金の国庫負担は2分の1となり､それまでの間は､365%である｡

○所得税法等の一部を改正する法律(平成21年法律第13号)附則第104条(抄)
政府は､基礎年金の国庫負担割合の2分の1への引上げのための肘意措置並びに年金､医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に

対処するための施策に要する兼用の見通しを踏まえつつ､平成20年度を含む3年以内の景気回復に向けた集中的な取組により経済状況香
好転させることを前提として､遅滞なく かつ 段階的に消費税を含む税制の抜去的な改革を行うため､平成23年度までに必要な法制上の措

要語 害鳥tiO'Ttt=bt･%=EO'tqTei宝霊Ltl言もデ的 革は､201晴 代 平̀RR22年から平齢 年までの期間糾 う｡'の半ばまで'=糊 可能な財

(参考2)所要財源
平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

礎年金給付* 18. 19. 20. 21.1 21.

蛤兼負担享貞 7,1 7_ 10. 10.6 10.9

(うちEg庫分) 6. 6, 9. 9. 10_

分の1の維持に要する兼用 (2_3) (2_4) 2_5 2.6 2.

(,主2)基礎年金捧付tは.益姓年金拠出金ベースのhilとLでいる.
(注3)公tA担dのfl合については.平良19年dE一平成20年止までは365Il.平成21年以拝についてri50IlでII暮している.

(注4)括gL暮幸のd)PF分r土､a)邑年金.ql生年全､D書公捷A共湘 含､私事共茸の毘LtA担tLの含Ztである.

(参考3)現在国会に捷出中のr国民年金法等の一部を改正する法律等の一部を改正する法律案｣が成立した場合の､｢国民年金法等の一部を

改正する法律｣(平成16年法律第104号)の規定(抄)

(平成23年度における基礎年金の国庫負担に関する経過措置の特例)

第14条の3 国庫は.平成23年度におけるr基礎年金の絵付に要する兼用｣の一部に充てるため､同年度について､｢36 5%｣のほか.｢2分の

1｣とr36 5%｣との差額に相当する緬を負担する｡

この場合においてー政府は､予算で定めるところにより､当抜緬及び同年度において当該級が年金特別会計国民年金勘定に操り入れられた

とした場合に生じるものと見込まれる運用収入に相当する鋲の合算額に達するまでの金額を.税制の抜本的な改革により確保される財源を活

用して､一般会計から年金特別会計国民年金勘定に繰り入れるものとする｡

第16条の2 特定年度の前年度が平成24年度以後の年度である場合において.当該特定年度の前年度まで(平成23年度以前の年度を除く｡)
の各年度における国民年金事業に要する兼用のうち基礎年金の給付に要する費用の一部に充てるため､当抜各年度について｢2分の1｣と｢3
6 5%Jの差鎖に相当する紋を国庫の負担とするよう､必要な法制上及び財政上の措置を講ずるものとする｡

2 (略)

･x簡単化のため､条文に､一部､省略.修正を加えている｡

(参考4)｢平成23年度第1次補正予算等に関して｣

(民主党政策調査会長.自由民主党政務調査会長･公明党政務調査会長､平成23年4月29日)(珍)

1 子どもに対する手当の制度的なあり方や高速道路料金割引制度をはじめとする歳出の見直し及び法人税戎税等を含む平成23年度税制改正

法案の扱いについて､各党で早急に検討を進める｡

また､平成23年度嘗l次補正予算における財源措置として活用した年金臨時財源については､平成23年度第2次補正予算の福成の際にその

見直しも含め検討を行う｡

これらを前提として､特例公債を発行可能とするための法案について､各党で､成立に向け真早に検討を進める｡

2 復旧･復興のために必要な財源については､既存歳出の削減とともに.復興のための国僕の発行等により賄う｡復興のための国債は､従来の

国dLと区別して管理し.その消化や償還を担保する｡

3 年金財政に対する信頴を確保するためにも､社会保障改革と税制改革の一体的検討は必須の課題であり､政府･与党は､実行可能な案を可

及的速やかにかつ明確に示し.国民の理解を求める｡
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公的年金制度を支える業務運営･システムの改善

新しい年金制度を検討するに際しては､年金制度を運用するための業務処理体制やシステムに関する
現在の課題にも適切に対処していくことが必要｡

(》日本年金捷積の業務処理体制の在り方

<現状>
･事務処理誤りの未然防止･再発防止といった内部統制強化の観点から､業務の標準化を進める必要｡
･国民は必ず法令に定められたとおりに手続を行い､また､行政も誤りなく業務処理を行うものである(無謬性)というこれ
までの年金制度の運営の前提にとらわれない取組が必要｡

<取組の方向性>
･日本年金梯柵における全国統-的な業務処理の確立に向け､より一層の業務の標準化･徹底を図る｡
･引き続き､行政と国民双方が年金妃緑の確認を行いながら､業務運営を進める｡

A~~ 層 新富連用に関する東面へ房嫡瓦

<現状>厚生年金の適用対象にもかかわらず未適用となっている事業所や国民年金保険料の納付率の低下といった課
題がある｡

<取組の方向性>件生年金の未適用事業所の正確な実態把握や国民年金保険料の納付率の向上に向けた取組など国
民年金･厚生年金の適用･徴収対策の推進を図る｡

③年金紀儀の管理に関する課鴇への対応

<現状>年金記録問題や第3号被保険者の記録不整合問題といった課題がある｡
<取組の方向性>
･年金妃録問題については､紙台頼等とコンピュータ記緑との突合せを優先順位をつけた上で効率的に実施するなどそ
の解決に向け､取り組む｡

･第3号被保険者の妃録不整合問題については､法的措置による抜本改善策の具体化に向け､取り組む｡

④社会操険オシ亨インシステムの見直し

<現状>社会保険オンラインシステム全体の最適化や明達.運用･保守のコストなどが課題｡
<取組の方向性>新しい年金制度の検討状況を踏まえつつ､オープン化(システム刷新)の準備作業を行うとともに､各
種契約コストの縮減等に向けた取組を行うB

平成21年度の国民年金保険料の納付率等について

616263元 234 56789101112131415161718192021
(年産)
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(む平成21年度の規年度納付率は､60.0%
(村前年度比△2.1ポイント)

②平成19年度の最終納付率は. 68.6%
(平成20年虎夫と比較して+1.9ポイント)

(平J&21年Jl兼時点)

Jl tlrmN JI(W = x 100

塵 警蓋毒≡還 書芸 義 幸吉喜≡書芸喜喜琵 ;(≡蔓…;?r芸濃 ]

※ 上捉れ摂納付串は､19年dE分の保険料として納付すべ苦月散 (法定見好月掛 申Lt圭tJi免除月
払 ･学生納付絹例月歎 老年甘H付Jd予月敬は含まない.)に対し.時効如 (抽朋から2年以内)
までにJ力付した月取の割合.

納付峯の推移

※時効Tq(納期から2年以内)までに軸付した舌の刑合は約7書l.

16年鑑 17年度 18年JI 19年度 20年JZ 21年度

16年度分保険fI [至享璽 ] 66.3% l68.2% ll l

17年丘分保FA料 . .. l72.4% lI____l○

18年女分保険料 [軍 司 69.0% 一70.8% lL__ _ _一

19年灰分錬映料 63.9% 66.7% l68.6% ll l

20年度分保険料 62.1% 65.0%



Ⅳ 就労促進

みんなで働こう､人間らしく
広大｣ と ｢働きがいのある人間ら しい仕事 (ディーセント ウー二二上参加保 陸｣.!珪哩念 による

【現状の臨月】
○ 就労は人々を経済的に自立させ.社会力､らの孤立や井匿を防ぎ､自己実現や豊かな人生へとつながる.また､働くことができる者
はできる限り就労することで､国民が共に支え合う社会が形成され香.

o しかし､今後､労働市場への参加が進まなければ､就業者の大幅な減少(2010-2020年で▲400万人)が見込まれる.また､増加
している非正規労働者 (雇用者の1/3超)には､低半金 .不安定雇用の問題が生じている｡

【施策の方向】～人々の就労を促進する政策 (岬 )の推進～
○ 労… 睦⊥の理念により.積極的に人々の就労を促進し. rJt用の拡大Jとrディーセント･ウ-クlを実現｡束

E]本大震災からの復興及び被災者の生活再建のためにも強力に推進｡
O これにより､人々の生活の安定と社会からの孤立の防止につなげ､経済の拡大と社会保障制度を支える基盤を強化.

改革案の異体的内容 (ポイン ト)

4全Ae加聖社会の実現 (… 事の向上) ～枕投世代が就労を漁じてその力を最大限に発揮できる環境づくり～

○芸者の安定的雇用の確保 ～鞘 非正規労曲者を減少させ､若者を育てる社会をつくる～

新卒応捜ハローウ-クの恒久化 ･機能強化､フリーター向け若者Juコーワークの設置､ジョブサポーターによる向き合い型支援
･求職者支援制度での盃点的な支援､ジョブ ･カードを活用した人材育成

･産薫横道の変化に即応して成長分野の人材育成･就業に結びつけるため､民間教育訓練機関の創意H を活用した職業訓練の実施 等
○女性の就業の拡大 ～女性の就Jk率のM字カーブを解消するための脚 鴨～

･男女の均等度合いを企業労使で把振し､女性の清拭促進のためのポジティブ .アクションにつなげるためのシステムつくり

･仕事と家庭の両立支援と保育tl一ビスの充実 (子ど石 .子育て新システム)を車の両篤として推進 等
○蒜封書の就労促進 ～年肘にかかわりなく41き続けることができる社会 (生涯現役社会)の実現～

･超高齢壬土会に適合した応用法制 (高年齢者雇用確保措1､雇用保険等)の検討

･地域で働くことができる場や毒土会を支える活動ができる場の拡大 等
Jディーセント.ワークの実現 ～r働くことが報われる｣ようにし､人々の就労を促進する～
○非正規労働者対策 ～できる限り正規労働者になれるよう支援､雇用形態にかかわらず公正な処遇の下で働けるよう環境整備～

･非正規労働者の雇用の安定や処遇の改碧に向けて､公正な待遇の確保に横断的に取り組むための総合的ピジョンの策定
･有期契約労働者について､雇用の安定や処遇の改善に向けた法制度の整備の検討

･非正規労働者への社会保換適用等､働き方の選択に対して中立的な現 ･延会保障制度への改革 ※年金チーム等
･脚 金の引上げに向けた取組 (生活保護との逆転現象は解消､中小企業の支援) 等

o… の改善 ～労働者の牡鹿や安全を骨かすような牧場環境を改きし.良好な■書方を実現～
A洲 ､財源の確保 ～人々の就労を促進する政策 (摂… 市場政策)を充果させるための体制整備～
〇八ローワークの伸 蛭膚､脚 星､求徒者主脚 度の皿鹿による財況確倭



郵労促進をめぐる基本的考え方

な減少(2010-2020年で▲400万人)の見込み

(雇用者の1/3超)の低賃金 ･不安定雇用の問題

施策の方向性

雇用の拡大 (就業率の向上) - r

O 若者
若者非正規労他者を浪少させ､若者を育てる社会づくりE
民間の創意工夫を活用した特集DIJ練

○ 女性
女性の就業率のM字カープの解消

.0,高齢者
年齢にかかありなく働き鰍することができる社会
(生涯現役社会)の実現

(働きがいのある人間らしい仕事)

○非正規労働者の雇用の安定､処遇の改善
○ 労働者め健康 ･安全の確保

｣

gfe豹野わヂ-.AZltEJb使

齢 に参加でき.G5が'#/I
.安ま倉ラ密会のjWG

--･-1-

0 経済的自立
O 社会的孤塾の防塵

-→自己実現､豊かな人生

- ~~~＼

0 経済の拡大
0 社会保障制度の基

盤強化

ー持続胡 巨な社会 ｣

就業者数､就業率の見通し

○ 労働市場-の参入が進まない場合､就業者数は今後10年間で約400万人減少するC

○ 労働力の減少を跳ね返すため､若者.女性.高齢者叩章がい者など､あらゆる人が就業意欲を実現でき

就業率(20-64歳)

80% 苫蒜蒜TM VJ

二 戸

75.2% 悪霊雷,TL等 _SR̂

2010年(実績) 2020年

(注)1 新成it戦時において､20-64歳のttJt辛の自aEを80%(2020年)としておL)､このとき､15歳以上の叔暮串(569%)は.2020年において維持さ
れることとなる.また.就暮舌鼓は15歳以上についてであL).2020年のEl棟書は批暮牢の巨棟が3成されたときの見込み牡である.

2 r労≠市4への書加がiIまないケ-スJとは.2(氾9年の性Bl･年fiBlの軟暮革が2020年までまわらないと伝定したケースである.四立社会保FI･
人E3聞甥研究所によるtijSl･年RBlの将来推計人口(2020年)に.2009年の各JIの叔暮串を乗じ.2020年の奴暮舌鼓を杖Jl.2020年のit茶事

(20-64JE)は･tl札 た就暮書故(20-64歳)を2020年の20-64歳人口で81ること'=村 Jltb･



非正規雇用増加の社会的影響として､(か社会全体としての人的資本の蓄積の弱化､(診若者の所得低下を
通じた少子化(晩婚化.非婚化)の加速が懸念o

【背景】① 正規雇用者と非正規雇用者との間では､職業能力開発機会に格差があるo
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(資料出所)労働政策研究-研修横gtr多様化する就暮形態の下での人事

戦略と労働者の意l態に関する的壬｣(平成18年7月)のデータを

基に労働政策担当参事官室にて仮集計,
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有配偶者の占める割合(男性 2002年)

15-34*什 15-19■ 2〇･一24▲ 25-28■ 30-34J

(実科出所)盆務省統計局r就兼4*造基本鞘壬Jを労働故実担当多事官室にて特別集計.

(注)在学者を除く｡

(注 )rバート･アルバイト就業者等｣とは､バートアルバイト就業者と､

無業者のうちバート･アルバイトでの就兼を希望する者の合計,

学生の卒業･中退後のキャリアパス

○ 卒業.中退直後の就業形態が正社員であった者のうち､80%が調査時の就業形態も正社員である.

L 蔀 ~ 宗 ㌔

卒 業 ･中 退 直 後 -正 社 艮
卒 業 ･中退 直 後 = 非典 型

出所 労48や研究.鞘 tfl(2006)r大■市の善書の故事行hと8行違tL-包括的な移fi支援にむけてJ
注1本叫Zの対JL書は.ttjENF点【2cc6年)r=おいて.181-29暮の暮東+(JL+Bく)のJt女升2(X氾人(力tilO38人.女性962人)である.t社に在学した事故Bl内択は_中学 7t故663人､六校中4164人

Il大書M事故576人.大事･大手扶491人Jt事象★中iLIO2人となっている.
2本ntでは.tar=在学した牛按の牢暮･中iLBflこ暮れ､た政暮形丑(【AL事tgtの牡JL形軌 )と.ntNF(2006年)のtL暮形出をtl暮している.はって.卒事 中退から叫暮BIAfでの年故は人によLJJLrFも.)
3牡暮kL丑のr*JtゼJには.アルJくイトJ(-ト､壁的社A IFE､派11土JLを書む.

4IIJlW O''その他Jには･8号 川 などをれ ･ 50



ジョブ･カード制度の概要

施策の鞭事 .広く求職者等を対象に､①きめ細かなキャリア･コンサルティング､②実践的な瑞ほ柑‖練 ､

証塵 や職務経歴等のジョブ.カードへの取りまとめを通じ､安定的な雇用への移行等を促進｡

ハローワーク等

キ

ャ

リ

ア

･

コ
ン
サ

ル

テ

ィ

ン

グ

ジョブ ･カードの作成

キャリア･コンサルタント
による就業希望･訓練希
望等の確認▼
自らの枯葉能力 や就業
に関する目標･株 姓を整
理し､職業訓練の 受講や
就織活動の際の 自己ア
ピールに活用

*#能力形成プE3グラム

の 雇用型fJ"鍾
● フリーター等の正社員軽額に恵まれない者が対象
● 企業が訓練生を雇用して実施

● Z)l1練スキーム:企Ji呈王 +独書1B牡Fh書でのJ*隼
● 企業に在牡している非正規労働者を正社且とするための

訓鮒 こも活用出 出.

C2) 委託型Xm姓 (E)木版デュアルシステム)

● 実践的な■兼能力の習得が必要な求七着が対象
● 専任学校等に委託して実施
● 訓練スキ-ム:企暮*晋 (協 力命暮l=末手書モ暮)+

③ 公共職業訓練 (施設内訓練 ･委託訓練)
● 主に屈用保険を受給できる者が対象

● 再就特等に冬草な知抜･技能を付与
● ものづくt)分野等の高度な知姓,技能を付与

絢 基金訓練
● 雇用保険を受給できない者が対牧

● 基従的能力から実践的能力までを付与
耳求織者支援法施行後は求職者支操制度の訓練が対象となる.

企
十
に
よ
る
能
力
押
tr

女性の年齢別就業率(2009年) ｣~

朝
t
実
施
企

兼で正
社
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へ

○ 日本では､出産.育児を機に労働市場から退出する女性が多いo(M字カーブ)
特に､子育て期の女性において､就業率と潜在的な労働力率の差が大きい○

O -方､アメリカやスウェーデン等の欧米先進諸国では子育て期における就業率の

lヽ 1
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就業率と潜在的労働力率

1510 20to 25to 30to 35to 4010 4510 50to 55to 60to
19 24 29 34 3g 44 49 54 59 64

資料出所 OECDDatBb.S.･LFSby,e川 山 ge･(http//st.tsoecdo,■/) 注)潜在的労働力率-

注 アメリカ､スウェーデンのr15-19歳jの用は､r16-19歳｣である.

51

就*者 + 朱書者+就辛希望者

人口(15歳以上)

資料出所 捻粍省統計局r平成21年労働力調査｣_r平成21年労働力調査(辞細結果)｣



女性の就業率と出生率の相関 止~L'上LL~■~(- 'dL･一一lLE'

○ 現在では､主要先進国では女性の就業率と出生率に正の相関関係が見られる｡

oECD加盟国における女性の就業率と出生率 の相関関係

1980年
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380 400 500 600 700 8DO

女性の就美事 (15歳-64歳)

兼料出所 ｢oECDEmploynentOutlookUNWc'rldStatlStICSPocketbook,2010J､｢UNandEurostatDemograph'cStat■st-cs,2010｣

高齢者の就業率

○ 日本の高齢者の就業率は､欧米諸国と比較すると､特に男性で高水準｡

(%, E60歳～64歳の就真率
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65歳以上の就業率
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･X資料出所 OECDStaモExtract̀LFSbysexandage'2008年7月現在
※算出式 (60歳から64歳までの就業率)-(男女別60歳以上64歳以下就業者数)/(男女別60歳以上64歳以下人口)
※算出式 (高齢者の就業率)-(男女別65歳以上就業者数)/(男女別65歳以上人口)
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○ 健康を維持 したいと思って就業を希望する高齢者の割合は大きく､年を重ねるほどその割合は
上昇している｡

表 高齢就業希望者の就業希望理由別割合

失業している 収入を得る必要が生じた 知鞍や技能を生かしたい 社会に出たい 時間に余裕ができた 健康を維持したい 学校を卒業した その他

男 総数 (55歳以上)
55-59歳

60-64歳

65歳以上

女 総数 (55歳以上)
55-59歳

60-64歳

65歳以上

資料出所 総務省統計局 ｢就業構造基本調査｣ (2007年)
(注)就業希望者とは､無業者のうち ｢何か収入になる仕事をしたいと思っている者｣を指す｡

I--L･I.lt .~'ーL ＼

1 日的

少子高齢化の急速な進展の下､公的年金支給開始年齢(報酬比例部分)の65歳への

引上げが開始される平成25年度を目前に控え､意欲と能力のある高年齢者が､長年

培った知識や経験をいかして働くことができ､その生活の安定を図ることができる社会の

実現に向けて､今後の高年齢者の雇用･就業機会の確保のための総合的な対策を検討
するため､学識経験者の参集を求め､｢今後の高年齢者雇用に関する研究会｣を開催する｡

2 検討事項

研究会においては､次に掲げる事項を中心に調査.検討を行う｡
(1)希望者全員の65歳までの雇用確保策

(2)年齢に関わりなく働ける環境の整備

3 参集者 (労働経済 ､人的資源管理､労働法を専門とする有識者7名)

(1)労働経済 (3)労働法
権丈 英子 亜細亜大学経済学部准教授 岩村 正彦 東京大学法学部教授

駒村 康平 慶鷹義塾大学経済学部教授 小畑 史子 京都大学大学院地球環境
◎ 清家 篤 慶腐義塾長 学堂准教授

(2)人的資源管理
佐藤 博樹 東京大学社会科学研究所教授 ※ ◎座長

藤村 博之 法政大学キャリアセンター長
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